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１．地域の循環型社会を形成するための基本的な事項 

（1）対象地域 

  構成市町村名：各務原市 

  面    積：87.77km2 

  人    口：148,332 人（平成 27年 4 月 1日現在） 

 

（2）計画期間 

本計画は、平成 28 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日までの 6 年間を計画期間とす

る。 

なお、目標達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直

すものとする。 

 

（3）基本的な方向 

本市は、市北部に連なる丘陵地帯、南部に木曽川、その間を東部に大安寺川、西部

に新境川が流れる楕円形の地勢であり、木曽川に育まれてきた各務原台地や扇状地な

どでは豊かな地下水に恵まれ、豊かな自然環境を有している。また、市内河川につい

ては、毎月水質を測定し水質の把握に努め、測定結果の概要は市民に広報するなどの

啓発事業等を行っている。 

生活排水処理対策としては、公共下水道事業及び浄化槽設置整備事業を推進してい

るところであるが、これらを利用していない家庭や事業所については生活排水を直接

水路等に排水しているところもあり、河川水質の悪化が懸念される。 

良好な生活環境と自然環境の保全を図るため、豊かな自然を育む河川、池沼等公共

水域の環境保全は重要課題である。 

したがって、生活排水による水質汚濁を防ぐため生活排水対策の必要性等について

住民に理解を求め、公共下水道の整備を積極的に進めるとともに、汲取りや単独処理

浄化槽から合併浄化槽への転換を推進するなど、水質保全に取り組んでいくものとす

る。 

さらに、地球環境保全への取組みが各分野で進むなか、し尿処理においても温暖化

ガス排出量の削減が求められていることから効率的なし尿処理が求められている。 

このような背景から、本市のし尿処理施設である「各務原市クリーンセンター」の

抜本的な老朽化対策と地球環境保全に寄与することを目的に基幹的設備改良事業を実

施し、施設の延命化を図るとともに CO2排出量を 20％以上削減することを目指すものと

する。 

ごみ処理に関しては、分別から収集運搬、中間処理（資源化処理を含む）までを本

市が行っており、最終処分を民間委託している。今後も現状どおりのごみ処理体制を

継続していく。 
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本市の焼却処理施設である各務原市北清掃センターは平成 14年度に稼働開始し、現

在まで、機器設備の整備を行いながら、適正な処理に努めている。しかし、主要機器

は「廃棄物処理施設長寿命化総合計画作成の手引き」に示す一般的な耐用年数（15年）

を超えていることから、ごみ焼却施設の基幹的設備改良事業を実施し、現有施設の延

命化を図る必要がある。 

また、各務原市クリーンセンターと同様、地球環境の保全のため省電力機器や高効

率電動機への交換などを行い、電力消費量の削減による、二酸化炭素削減率 3％相当以

上の削減を目指すものとする。 

 

（4）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

今回の施設整備にあたり、本市と隣接市町村との広域化について考えられるが、更

新時期の相違や地理的要因などにより現状では困難であるとの結論に至り、本地域で

の単独整備を実施するものである。 

なお、岐阜県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現をはかるた

め、市町村の意見をふまえながら、令和４年３月末（２０２１年度末）を目途に「岐

阜県ごみ処理広域化・集約化計画」を策定する予定である。 

本市では、平成１６年に川島町を編入合併した際、旧川島町の廃棄物を一体処理す

る形でごみ処理の広域化・集約化を進めてきたところであるが、今後も近隣市町村と

情報交換しながら、ごみ処理の広域化・集約化の検討を行っていくものとする。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

平成 26年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め、52,463トンであり、再生利用される「総資源化量」

は 15,861 トン、リサイクル率（＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回

収量)／（ごみの総処理量＋集団回収量））は 30.2％である。 

中間処理による減量化量は 36,147トンであり、集団回収量を除いた排出量の 76.9％

が減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 1％に当たる 455トンが埋め

立てられている。 

なお、中間処理量のうち、溶融量は 41,015トンである。北清掃センターガス化溶融

施設では、発電や場外への温水供給を行っている。 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

5,504ｔ 4,873ｔ

11.7％ 処理残渣量 10.3％

5,227ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.1％ 処理後最終処分量

46,979ｔ 41,374ｔ 354ｔ

100.0％ 88.1％ 減量化量 0.8％

36,147ｔ

自家処理量 直接最終処分量 76.9％ 最終処分量

0ｔ 101ｔ 455ｔ

0.0％ 0.2％ 1.0％

※端数整理により必ずしも100％にならない。

5,484ｔ 15,861ｔ

46,979ｔ

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー［平成 26年度］ 
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(2) 生活排水の処理の現状 

平成 26年度の生活排水の処理状況及びし尿・浄化槽汚泥等の排出量は図２のとおり

である。生活排水処理人口は、全体で 148,332 人であり、汚水衛生処理人口（平成 26

年度現在、現に汚水処理施設に接続されている人口、以下同様。）は 129,239 人、汚水

衛生処理率 87.1％である。 

し尿発生量は 3,991.5 ㎘/年、浄化槽汚泥発生量は 44,569.1㎘/年であり、処理・処

分量（＝収集・運搬量）は 48,560.6㎘/年である。 

 

100,545人 (67.8％)

129,239人 (87.1％) 0人 (0.0％)

148,332人 (100％) 28,694人 (19.3％) 44,569.1 ｋｌ/年

10,682人 (7.2％)

19,093人 (12.9％)

8,411人 (5.7％) 3,991.5 ｋｌ/年

非 水 洗 化 人 口 汲 取 り し 尿 発 生 量

公 共 下 水 道

汚 水 衛生 処 理 人 口 農業集落排水施設等

総 人 口 合 併 処 理 浄 化 槽 浄 化 槽 汚 泥 発 生 量

単 独 処 理 浄 化 槽

未 処 理 人 口

 

図２ 生活排水の処理状況フロー［平成 26年度］ 
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(3) 一般廃棄物等の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、

表１及び図３のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいく。 

 

表１ 再利用に関する現状と目標 

事業系　　総排出量 12,457 ｔ 11,408 ｔ (-8.4％)

　　　　　１事業所当たりの排出量※2 1.60 ｔ/事業所 1.42 ｔ/事業所 (-11.3％)

排 出 量 生活系　　総排出量 34,522 ｔ 30,636 ｔ (-11.3％)

　　　　　１人当たりの排出量※3 217 ㎏/人 191 ㎏/人 (-12.0％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 46,979 ｔ 42,044 ｔ (-10.5％)

直接資源化量 5,504 ｔ (11.7％) 5,466 ｔ (13.0％)

総資源化量 15,861 ｔ (30.2％) 15,751 ｔ (32.8％)

ｴﾈﾙ ｷﾞｰ回 収量 ｴﾈﾙｷﾞｰ回収量 14,817 MWｈ/年 14,597 MWｈ/年

減 量 化 量 中間処理による減量化量 36,147 ｔ (76.9％) 31,896 ｔ (75.9％)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 455 ｔ (1.0％) 397 ｔ (0.9％)

指      　標
現　　状 目　　標 

(平成26年度) (令和4年度)

再 生 利 用 量

 
 

  ※１ 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 

     総資源化量の割合は集団回収量を含め算出している。 
  ※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 
  ※３ （１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 
  《用語の定義》 
  排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 
  再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 
  エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕 
  減量化量：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：トン〕 
  最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 
 

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物処理状況フロー［令和 4年度］

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

5,466ｔ 4,285ｔ

13.0％ 処理残渣量 10.2％

4,598ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 10.9％ 処理後最終処分量

42,044ｔ 36,494ｔ 313ｔ

100.0％ 86.8％ 減量化量 0.7％

31,896ｔ

自家処理量 直接最終処分量 75.9％ 最終処分量

0ｔ 84ｔ 397ｔ

0.0％ 0.2％ 0.9％

42,044ｔ

6,000ｔ 15,751ｔ
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 (4) 生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げるとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めて

いくものとする。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

公共下水道 100,545 人 (67.8％) 111,570 人 (75.4％)

農業集落排水施設等 0 人 (0.0％) 0 人 (0.0％)

合併処理浄化槽等 28,694 人 (19.3％) 28,187 人 (19.1％)

未処理人口 19,093 人 (12.9％) 8,140 人 (5.5％)

 合　  計 148,332 人 147,897 人

汲み取りし尿量 3,992 ㎘ 2,227 ㎘

浄化槽汚泥量 44,569 ㎘ 36,289 ㎘

 合　  計 48,561 ㎘ 38,516 ㎘

し尿
・

汚泥
の量

平成26年度実績 令和4年度目標

処
理
形
態
別
人
口
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３．施策の内容 

 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア ごみ処理に対する対策 

表３に示す有料化、環境教育・学習、助成等及び再使用の推進に関する施策を推

進していく。 

 

表３ ごみ処理に対する対策 

 

施　策　の　内　容 実施時期等

生活系粗大ごみの
有料化の検討

　現在、生活系粗大ごみは無料で収集・処理を行っているが、今
後は有料化の実施について検討する。

検討

小中学校での環境教育
　小中学校において、ごみ減量化を始めとした環境教育を強化し
ていく。

強化

環境資料の提供
　小中学校の要請に応じて、環境教育に必要な資料を提供してい
く。

継続

環境講座の開催
　小中学校の要請に応じて、市担当職員を派遣し、環境講座を引
き続き開催していく。

継続

生涯学習まちづくり
出前講座

　市職員を講師として派遣する講座メニュー「市民生活とごみ処
理」を積極的に展開していく。

強化

環境市民会議の設置 　ＮＰＯや事業者などによる実践行動の推進組織を確立する。 継続

「広報かかみがはら」
や市ウェブサイトの活用

　ごみ減量啓発特集記事や、不用品交換銀行記事を掲載してい
く。

継続

ごみ出しガイドブック
　平成27年度に改定を行い、ごみの減量、リサイクルについて啓
発していく。

強化

雑がみの回収
　燃やすごみの減量と紙のリサイクルを推進するため、雑がみ分
別回収の協力を呼びかけていく。

平成27年度

古紙類拠点による回収推進
　古紙類のリサイクルを推進するため、市内にある公共施設、学
校、ショッピングセンターなどに、いつでも古紙類が出せる「古
紙回収ステーション」を開設し、拠点回収を行っていく。

継続

小型家電リサイクル
　使用済みの小型家電を回収するため、市内にある公共施設に
「回収ボックス」を設置し、リサイクルの推進を図っていく。

強化

転入者への啓発 　転入手続き時、ごみの出し方の説明を充実していく。 強化

集合住宅関連業者
への啓発

　集合住宅の開発、販売、管理業者へのごみ出し、ステーション
管理などを指導していく。

強化

自治会未加入者への啓発 　ウェブページによる告知を推進していく。 継続

事業者への啓発
　事業者に対し、ごみの発生抑制と適切な処理について協力依頼
をしていく。

強化

不適切排出業者への指導
　産業廃棄物の混入、生活系廃棄物との未分別など不適切な排出
を行う事業者に対し、市職員が直接指導していく。

継続

環境行動優良事業所の認定

　環境対策や廃棄物の減量対策に積極的に取組んでいる市内事業
所を「各務原市環境行動優良事業所」として認定し、認定された
事業所には認定証とステッカーを交付し、その取組み内容を市の
広報誌、ウェブサイトで紹介し、事業者への取組を支援する。

継続

資源集団回収
  古紙類、布類等の資源集団回収を行っているＰＴＡ、子ども会
などの団体に奨励金を交付していく。（平成26年度：5円/kg)

継続

不用品交換銀行制度の強化
　現在、市民の不用品情報コーナーの広報誌掲載によって実施し
ている不用品交換銀行制度を見直し、より有効で効率的なシステ
ムを構築する。

継続

グリーン購入の推進
　市庁舎や公共施設等で再生品を使用した事務用品やトイレット
ペーパー等を積極的に使用する。

継続

施　　　策

助成等

再
使
用
の
推
進

有料化

環
境
教
育
・
学
習

学
校
教
育

社
会
教
育

普
及
啓
発

市
民

事
業
者
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イ 生活排水対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、家庭でできる簡単な生活雑排水

対策例を紹介するなどの啓発活動を行う。また、下水道区域内の地域については、

継続して下水道への接続を推進し、区域外については、汲取りや単独処理浄化槽か

ら合併処理浄化槽への転換を推進する。 

 

 (2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

本市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後については、表４のとおり

である。 

生活系ごみは、「各務原市北清掃センター」で機器設備の整備を行いながら、適正

に処理している。今後も安全かつ安定した処理を継続させるため、基幹的設備改良

事業を実施し、施設の延命化を図る。 

  （ア）古紙類の収集拠点の整備 

平成 20年度から公共施設等に古紙回収ボックスを設置し、古紙類の分別収集に

よる古紙類のリサイクルに取組んでいる。 

  （イ）グリーンリサイクルの推進 

平成 20年度から公共施設等に緑ごみ回収拠点を設置し、従来は焼却処理してい

た家庭から出る庭木の剪定枝などの緑ごみを分別回収し、民間の施設で、バイオ

マス燃料として利用する緑ごみのリサイクルに取組んでいる。 

  （ウ）小型家電回収の推進 

平成 26 年度から市内 2 ヶ所（平成 27 年度に 2 ヶ所増設し、計 4 ヶ所）に小型

家電回収ボックスを設置し、小型家電の回収に取組んでいる。 

  （エ）雑がみ回収の推進 

平成 27年度に雑がみ回収のモデル事業として、雑がみ回収用紙袋と雑がみ一覧

表を市内の一部地域に配布した。今後は、広報紙や各種イベントで、雑がみ回収

の PRを行うとともに、資源集団回収においても、雑がみ回収を重点的に行っても

らえるようなシステムを調査・研究していく。 

  （オ）生ごみの水切りの推進 

生ごみの水切りを推進するため、広報紙や各種イベントで、PR 活動に取組んで

いく。 
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一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

ガラス・陶磁器類 ガラス・陶磁器類

カン以外の金物 カン以外の金物

その他のごみ その他のごみ

粗大ごみ 粗大ごみ

ビン類 選別 ビン類 選別

カン類 選別圧縮 カン類 選別圧縮

ペットボトル 減用圧縮 ペットボトル 減用圧縮

紙パック 紙パック

有害ごみ
（乾電池、蛍光
管、体温計等）

委託
有害ごみ
（乾電池、蛍光
管、体温計等）

委託

古紙類 古紙類

古紙類 古紙類

古布類 古布類

アルミ アルミ

スチール スチール

ビン類 ビン類

今　後　(Ｒ4年)

分別区分 処理方法
処理施設等

燃やすごみ 焼却
（熱回
収）

各務原市
北清掃センター

（ガス化溶融施設）

（溶融スラグ）
有効利用

（溶融飛灰）
埋立（委託）

資源化（委託）

現　状　(Ｈ26年)

燃やすごみ 発電
（溶融ス
ラグ化）

処理施設等

各務原市
北清掃センター

（ガス化溶融施設）

（溶融スラグ）
有効利用

（溶融飛灰）
埋立（委託）

資源化（委託）
不
燃
ご
み
等

焼却
（熱回
収）

破砕残渣
（焼却）

（破砕鉄）
資源化

売却

保管

委託

分別区分 処理方法

各務原市
北清掃センター

（リサイクルセン
ター）

破砕残渣
（焼却）

（破砕鉄）
資源化

破砕選別

不
燃
ご
み
等

破砕選別

発電
（溶融ス
ラグ化）

各務原市
北清掃センター

（リサイクルセン
ター）

各務原市
北清掃センター

（リサイクルセン
ター）

リ
サ
イ
ク
ル

売
却

資
源
ご
み

資
源
集
団
回
収

委託

リ
サ
イ
ク
ル

各務原市
北清掃センター

（リサイクルセン
ター）

売却

保管

資
源
集
団
回
収

リ
サ
イ
ク
ル

売
却

資
源
ご
み

リ
サ
イ
ク
ル

 

表４ 各務原市の生活系ごみ分別区分と処理方法の現状と今後 
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イ 事業系ごみと処理体制の今後 

事業系ごみについては、生活系ごみの分別区分に準じて搬入し、処理・処分を行

う。 

また、事業系ごみの資源化・減量化を推進するために、事業系ごみ排出状況の把

握や多量排出業者に対しては、計画的な排出抑制対策を図るよう指導していく。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現在、一般廃棄物とあわせて処理・処分を行っている産業廃棄物は、今後搬入量

の削減も検討していく。 

 

エ 生活排水処理の現状と今後 

公共下水道による生活排水処理を基本とし、その計画的整備と接続の推進に努め

ると共に、公共下水道等の整備が当分の間見込まれない地域については、合併処理

浄化槽の整備を進めていく。 

また、し尿・浄化槽汚泥の処理については、「各務原市クリーンセンター」の延命

化を図り、現状と同様の処理体制を継続する。 

 

オ 今後の処理体制の要点 

◇ 広報紙や各種イベントで、PR 活動等を今後も積極的に行い、環境教育・学習、

助成等の施策を推進していく。 

◇ 事業系ごみの資源化・減量化を推進するために、事業系ごみ排出状況の把握や

多量排出業者に対しては、計画的な排出抑制対策を図るよう指導していく。 

◇ 「各務原市北清掃センター」については、施設の老朽化と CO2 排出量の削減を

目的として、基幹的設備改良事業を実施し、生活系ごみの適正処理体制の継続を

図る。 

◇ 「各務原市クリーンセンター」は施設の老朽化に対応するため、基幹的設備改

良工事により延命化を図り、し尿等の適正処理体制の維持を目指す。 

◇ 公共下水道等の整備が当分の間見込まれない地域については、合併処理浄化槽

の整備を進める。 

 



 － 11 － 

 (3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

表５のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表５ 整備する処理施設 

事業番号 
整備施設種類 

施設名 
事  業  名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 

ごみ焼却施設 

各務原市 

北清掃センター 

各務原市北清掃センター 

基幹的設備改良事業 
192 t/日 

岐阜県各務原市 

須衛 2500番地 1 

（令和 4 

～7年度） 

２ 

し尿処理施設 

各務原市クリ

ーンセンター 

各務原市クリーンセンター 

基幹的設備改良事業 
126㎘/日 

岐阜県各務原市 

蘇原宮塚町 2 丁目 

70番地 

平成 30 

～令和 2年度 

（整備理由） 

事業番号１ 「各務原市北清掃センター」は平成 14年度に竣工し、その後、現

在まで機器設備の整備を行いながら、廃棄物の適正処理に努めているが、施設の

老朽化と地球温暖化対策として、基幹的設備改良事業を実施し、施設の延命化と

CO2排出量削減を図る。 

 

事業番号２ 「各務原市クリーンセンター」は平成 2 年度に竣工し、その後、

大規模修繕工事等を経て現在に至っている。施設の老朽化と地球温暖化対策とし

て、基幹的設備改良工事を実施し、施設の延命化と CO2排出量削減を図る。 

 

イ 合併浄化槽の整備 

合併浄化槽の整備については、表６のとおり行う。 

 

表６ 合併処理浄化槽への移行計画 

事業番号 事   業 事業主体 

直近の整備済 

基数（基） 

(平成 26年度) 

整備計画 

基数 

（基） 

整備計画 

人口 

（人） 

事業期間 

３ 浄化槽設置整備事業 各務原市 2,442 注） 785 2,117 
平成 28 

～令和 3年度 

注）補助金制度開始時からの設置累計。 
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

（3）の施設整備に先立ち、表７のとおり計画支援事業を行う。 

 

表７ 実施する計画支援事業 

事業番号 事 業 名 事 業 内 容 事業期間 

３１ 

各務原市北清掃センター基幹的設備

改良事業（事業番号１）に係る基本

設計事業 

基本設計業務 令和元年度 

３２ 

各務原市北清掃センター基幹的設備改

良事業（事業番号１）に係る工事発注

支援事業 

工事発注支援業務 
令和 2 

～3年度 

３３ 

各務原市クリーンセンター基幹的設

備改良事業（事業番号２）に係る調

査・設計業務 

工事発注支援等業務 
平成 28 

～29年度 

 

(5) 廃棄物処理施設における長寿命化総合計画策定支援事業 

（3）の施設整備に先立ち、表８のとおり長寿命化総合計画策定支援事業を行う。 

 

表８ 長寿命化総合計画策定支援事業 

事業番号 事 業 名 事 業 内 容 事業期間 

４１ 

各務原市北清掃センター基幹的設備

改良事業（事業番号１）に係る長寿

命化総合計画策定事業 

長寿命化総合計画策定業務 令和元年度 

４２ 

各務原市クリーンセンター基幹的設

備改良事業（事業番号２）に係る長

寿命化総合計画策定業務 

長寿命化総合計画策定業務 平成 28年度 

 

(6) その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

現在、稼働中の北清掃センターガス化溶融施設で発生する溶融スラグについては、

市内の公共工事等にかける土木建築資材等として有効利用する。 

 

イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型家

電リサイクル法に基づく、適切な回収、再商品化がなされるよう、関連団体や小売店

などと協力して、普及啓発を行う。 
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ウ 不法投棄対策 

市民と行政が一体となり、不法投棄防止の啓発、監視、処理を行うことにより、市

民生活の不安感の払拭及び地域環境保全に努める。 

・ 警察等と連携し、不法投棄の監視体制を強化する。 

・ 不法投棄防止ウィークを設定し、監視強化と啓発を実施する。 

・ 不法投棄を早期に把握するため、市民やごみ収集業者及び郵便局と連携し、 

通報体制を強化する。 

・ 「不法投棄防止」のステッカーを公用車やごみ収集車に貼り、未然防止に努 

める。 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

各務原市災害廃棄物処理計画を令和元年６月に策定しており、災害により発生した

ごみは同計画に基づき、速やかに処理して、環境衛生の確保を図る。 

廃棄物の処理を適正かつ円滑に推進するため、岐阜県、近隣市町及び民間事業者等

との連携体制を強化する。 

※仮置場：被災地に近い場所に一時保管場所の中継機能 

※処分する場所： 

（中間処理）北清掃センター（ガス化溶融施設・リサイクルセンター） 

（埋立場所）民間処分場 
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４．計画のフォローアップと事後評価 

 

(1) 計画のフォローアップ 

各務原市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要

に応じて、岐阜県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直

しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直す

ものとする。 
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 添付資料 1 廃棄物処理施設とし尿処理施設の概要 

 

設置主体 各務原市

施設名称 北清掃センター

所 在 地 各務原市須衛2500番地の1

敷地面積 7,811m2

竣　　工 平成15年3月

処理対象 可燃ごみ、破砕残渣、ガレキ類・陶磁器類

炉 型 式 全連続燃焼式、高温ガス化直接溶融炉

処理能力 192t/24h(64t/24h×3炉)

前 処 理 2軸せん断機(6.8t/h)

排ガス処理
活性炭吹込装置＋バグフィルタ＋
乾式有害ガス除去装置＋触媒脱硝装置

灰 処 理 飛灰：薬剤処理

余熱利用
蒸気タービン発電(2,400kW/h)
場内：給湯及び暖房、場外：温水供給(稲田園)

設置主体 各務原市

施設名称 各務原市リサイクルセンター

所 在 地 各務原市須衛2500番地の1

敷地面積 14,092m2

竣　　工 平成23年3月

処理対象
不燃ごみ(カン以外の金物類、その他のごみ)、粗大ごみ
ビン類、カン類、ペットボトル、紙パック、古紙類
有害ごみ(乾電池、蛍光管、体温計等)

処理方式 破砕選別、選別・圧縮、減溶、保管等

処理能力

46t/日（5h)
・粗大ごみ破砕施設：34t/日（5h)
・カン類選別圧縮：3t/日（5h)
・ビン類選別：6t/日（5h)
・ペットボト圧縮：3t/日（5h)
・その他（蛍光管破砕）

設置主体 各務原市

施設名称 クリーンセンター

所 在 地 各務原市蘇原宮塚町2丁目70番地

敷地面積 1,857m2

竣　　工 平成2年3月

処理能力
126kℓ/日
(し尿：67kℓ/日、浄化槽汚泥：59kℓ/日)

処理方式 高負荷脱窒素処理方式＋高度処理

注）最終処分については、民間処分場での委託処分を行っている。

焼
却
施
設

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

し
尿
処
理
施
設
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添付資料 2 ごみ排出量等の予測値 

 

 
ごみ排出量及び原単位の推移 

 

ごみ排出量及び原単位の推移 

年度 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

生活系ごみ排出量 ｔ/年 33,728 36,132 34,898 34,430 34,522 34,036 33,550

事業系ごみ排出量 ｔ/年 10,547 10,972 11,368 11,293 12,457 12,326 12,195

総ごみ排出量 ｔ/年 44,275 47,104 46,266 45,723 46,979 46,362 45,745

原単位 ｇ/人・日 811 863 851 843 868 854 844

1事業所あたり事業系ごみ発生量 ｔ/事業所 1.35 1.36 1.44 1.55 1.60 1.57 1.55

1人当たり生活系ごみ発生量 kg/人・年 210 226 218 216 217 213 210

年度 単位 H29 H30 R元 R2 R3 R4

生活系ごみ排出量 ｔ/年 33,064 32,578 32,092 31,606 31,120 30,636

事業系ごみ排出量 ｔ/年 12,064 11,933 11,802 11,671 11,540 11,408

総ごみ排出量 ｔ/年 45,128 44,511 43,894 43,277 42,660 42,044

原単位 ｇ/人・日 833 822 811 800 790 779

1事業所あたり事業系ごみ発生量 ｔ/事業所 1.53 1.51 1.49 1.47 1.44 1.42

1人当たり生活系ごみ発生量 kg/人・年 207 204 200 197 194 191
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総資源化量の推移 

 

総資源化量の推移 

年度 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

直接資源化量 ｔ/年 4,618 5,025 5,014 4,243 5,504 5,499 5,494

集団回収 ｔ/年 7,671 8,297 6,945 6,301 5,484 5,549 5,614

中間処理後資源化量 ｔ/年 5,054 5,021 4,941 5,021 4,873 4,800 4,727

総資源化量 ｔ/年 17,343 18,343 16,900 15,565 15,861 15,848 15,835

年度 単位 H29 H30 R元 R2 R3 R4

直接資源化量 ｔ/年 5,489 5,484 5,479 5,474 5,469 5,466

集団回収 ｔ/年 5,679 5,744 5,809 5,874 5,939 6,000

中間処理後資源化量 ｔ/年 4,654 4,581 4,508 4,435 4,362 4,285

総資源化量 ｔ/年 15,822 15,809 15,796 15,783 15,770 15,751
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最終処分量の推移 

 

最終処分量の推移 

年度 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

最終処分量 ｔ/年 449 410 419 436 455 448 441

年度 単位 H29 H30 R元 R2 R3 R4

最終処分量 ｔ/年 434 427 420 413 406 397
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添付資料 3 処理形態別人口の予測値 

 
処理形態別人口・汚水衛生処理率の推移 

 

処理形態別人口・汚水衛生処理率の推移 
(単位：人）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

１．計画処理区域内人口 149,589 149,488 148,926 148,661 148,332 148,689 148,576

２．水洗化・生活雑排水処理人口 120,613 122,049 122,512 125,540 129,239 131,020 132,582

公共下水道 90,934 92,895 93,970 96,645 100,545 102,220 103,414

合併処理浄化槽 29,679 29,154 28,542 28,895 28,694 28,800 29,168

16,647 16,177 15,707 13,966 10,682 9,522 8,323

12,329 11,262 10,707 9,155 8,411 8,147 7,671

し尿収集人口 12,329 11,262 10,707 9,155 8,411 8,147 7,671

汚水衛生処理率 80.6% 81.6% 82.3% 84.4% 87.1% 88.1% 89.2%

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

１．計画処理区域内人口 148,463 148,350 148,237 148,124 148,010 147,897

２．水洗化・生活雑排水処理人口 134,130 135,561 136,873 137,950 138,906 139,757

公共下水道 104,939 106,509 108,123 109,331 110,472 111,570

合併処理浄化槽 29,191 29,052 28,750 28,619 28,434 28,187

7,193 6,181 5,282 4,542 3,898 3,338

7,140 6,608 6,082 5,632 5,206 4,802

 し尿収集人口 7,140 6,608 6,082 5,632 5,206 4,802

汚水衛生処理率 90.3% 91.4% 92.3% 93.1% 93.8% 94.5%

４．非水洗化人口

年度

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽）

４．非水洗化人口

年度

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽）
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様式１ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１（平成 28 年度） 

 

１ 地域の概要 

(1)地域名 各務原市 (2)地域内人口 148,332人 (3)地域面積 87.77㎞2

(4)構成市町村等名 各務原市 (5)地域の要件

 組合を構成する市町村：

 設立年月日：

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が
  含まれる場合、当該組合の状況

 

 

２ 一般廃棄物の減量化、再利用の現状と目標 

指標・単位 年 令和4年度

事業系　　総排出量 (ｔ) 10,547 10,972 11,368 11,293 12,457 12,595 11,408 (H26比　-8.4％)

　　　　　１事業所当たりの排出量 (ｔ/事業所) 1.35 1.36 1.44 1.55 1.60 1.63 1.42 (H26比　-11.3％)

排 出 量 生活系　　総排出量 (ｔ) 33,728 36,132 34,898 34,430 34,522 34,536 30,636 (H26比　-11.3％)

　　　　　１人当たりの排出量 (㎏/人) 210 226 218 216 217 216 191 (H26比　-12.0％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 (ｔ) 44,275 47,104 46,266 45,723 46,979 47,131 42,044 (H26比　-10.5％)

直接資源化量 (ｔ) 4,618 (10.4％) 5,025 (10.7％) 5,014 (10.8％) 4,243 (9.3％) 5,504 (11.7％) 5,450 (11.6％) 5,466 (13.0％)

総資源化量 (ｔ) 17,343 (33.4％) 18,343 (33.1％) 16,900 (31.8％) 15,565 (29.9％) 15,861 (30.2％) 15,759 (29.9％) 15,751 (32.8％)

ｴﾈﾙｷﾞｰ回収量 ｴﾈﾙｷﾞｰ回収量（年間の発電電力量） (MWh/年) 14,368 15,483 15,674 15,258 14,817 15,089 14,597

減量化量 減量化量 (ｔ) 34,154 (77.1％) 36,648 (77.8％) 35,892 (77.6％) 36,023 (78.8％) 36,147 (76.9％) 37,945 (80.5％) 31,896 (75.9％)

最終処分量 埋立最終処分量 (ｔ) 449 (1.0％) 410 (0.9％) 419 (0.9％) 436 (1.0％) 455 (1.0％) 490 (1.0％) 397 (0.9％)

注）平成22年度は旧川島町分を含んでいない。

目　　標

再生利用量

過去の状況・現状（排出量に対する割合）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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３ 現有施設の状況と更新、廃止、新設の予定 

形式及び処理方式 補助の有無 処理能力(単位) 開始年月
更新、廃止
　予定年月

更新、廃止理由 形式及び処理方式 施設竣工年月 処理能力(単位)

ごみ焼却施設 各務原市 全連続燃焼式ガス化溶融方式 有 192（t/日） Ｈ15.4 Ｒ8．3

基幹的設備改良工事を実施

し、CO2排出量の削減と延命化

を図る。

全連続燃焼式ガス化溶
融方式

Ｒ8．3 192（t/日）

マテリアルリサイクル

推進施設
各務原市

・粗大ごみ破砕施設  34t/5ｈ
・リサイクル施設

　カン類選別圧縮　 　3t/5ｈ

　ビン類選別　　　　 6t/5ｈ
　ペットボトル圧縮   3t/5ｈ

有 46（t/5h） H23.4

最終処分場 各務原市
サンドイッチ方式
（平地埋立）

無 190,355（㎥） S46.4 休止中

し尿処理施設 各務原市
高負荷脱窒素処理方式

(下水道放流）
有 126（㎘/日） H2.4 Ｒ3．3

基幹的設備改良工事を実施

し、延命化を図る。

前脱水生物処理方式

(下水道放流）
Ｒ3．3 126(㎘/日)

施設種別 事業主体
現有施設の内容 更新、廃止、新設の内容

備　考

 

 
４ 生活排水処理の現状と目標 

（単位：人）

目　　標

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 令和4年度

総人口 149,589 149,488 148,926 148,661 148,332 148,446 147,897

公 共 下 水 道  汚水衛生処理人口（人） 90,934 92,895 93,970 96,645 100,545 101,820 111,570

 汚水衛生処理率（％） 60.79 62.14 63.10 65.01 67.78 68.59 75.44

集 落 排 水 施 設 等  汚水衛生処理人口（人） 0 0 0 0 0 0 0

 汚水衛生処理率（％） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

合併処理浄化槽等  汚水衛生処理人口（人） 29,679 29,154 28,542 28,895 28,694 28,340 28,187

 汚水衛生処理率（％） 19.84 19.50 19.17 19.44 19.34 19.09 19.06

未 処 理 人 口  汚水衛生処理人口（人） 28,976 27,439 26,414 23,121 19,093 18,286 8,140

指標・単位     　             　           年

実績値

 

 

５ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定 

基　数 処理人口 開始年月 基　数 処理人口 目標年次

 浄化槽設置整備事業 各務原市 2,442 6,300 平成13年4月 785 2,117 令和4年度

備　考施　設　種　別 事業主体
現有施設の内容 整備予定基数の内容
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様式　２

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（平成28年度）

事　業　名　称 単位 開始 終了
平成

２８年度

平成

２９年度

平成

３０年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

平成

２８年度

平成

２９年度

平成

３０年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

－ － － － － － － － － － － － － －

1 各務原市 192 t/日 (R4) (R7) － － － － － － － － － － － － － －
次期計画
に記載

1,521,828 0 0 52,734 1,394,458 74,636 0 1,491,304 0 0 51,781 1,394,387 45,136 0

2 各務原市 126 ㎘/日 Ｈ30 R2 1,521,828 0 0 52,734 1,394,458 74,636 0 1,491,304 0 0 51,781 1,394,387 45,136 0

308,470 54,410 53,664 51,840 50,016 49,270 49,270 308,470 54,410 53,664 51,840 50,016 49,270 49,270

3 各務原市 785 基 H28 R3 308,470 54,410 53,664 51,840 50,016 49,270 49,270 308,470 54,410 53,664 51,840 50,016 49,270 49,270
次表参
照

37,424 9,753 8,025 0 10,186 2,838 6,622 37,424 9,753 8,025 0 10,186 2,838 6,622

19,646 0 0 0 10,186 2,838 6,622 19,646 0 0 0 10,186 2,838 6,622

基本設計事業 31 各務原市 R元 R元 10,186 0 0 0 10,186 0 0 10,186 0 0 0 10,186 0 0

工事発注支援等事業 32 各務原市 R2 R3 9,460 0 0 0 0 2,838 6,622 9,460 0 0 0 0 2,838 6,622

17,778 9,753 8,025 0 0 0 0 17,778 9,753 8,025 0 0 0 0

工事発注支援等業務 33 各務原市 H28 H29 17,778 9,753 8,025 0 0 0 0 17,778 9,753 8,025 0 0 0 0

14,114 5,930 0 0 8,184 0 0 14,114 5,930 0 0 8,184 0 0

8,184 0 0 0 8,184 0 0 8,184 0 0 0 8,184 0 0

長寿命化総合計画
策定事業

41 各務原市 R元 R元 8,184 0 0 0 8,184 0 0 8,184 0 0 0 8,184 0 0

5,930 5,930 0 0 0 0 0 5,930 5,930 0 0 0 0 0

長寿命化総合計画
策定業務

42 各務原市 Ｈ28 Ｈ28 5,930 5,930 0 0 0 0 0 5,930 5,930 0 0 0 0 0

1,881,836 70,093 61,689 104,574 1,462,844 126,744 55,892 1,851,312 70,093 61,689 103,621 1,462,773 97,244 55,892

事業期間
交付期間

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　　称

規　模 交付対象事業費（千円）

備　考

○エネルギー回収等に関する
　 事業

ごみ焼却施設
基幹的設備改良事業

総事業費（千円）

し尿処理施設
基幹的設備改良事業

○し尿処理に関する事業

合     　　計

○廃棄物処理施設における
長寿命化総合計画策定支援事業

し尿処理施設

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備事業

○施設整備に関する
　計画支援事業

し尿処理施設

ごみ焼却施設

ごみ焼却施設
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＜浄化槽に関する事業について＞ 

本市では、平成 24年度から平成 28年度の 5年間の生活排水処理基本計画に基づき、循環型社会形成推進

交付金による浄化槽設置整備事業を進めてまいりましたが、当「各務原市 循環型社会形成推進地域計画」

により、引き続き、浄化槽設置整備事業を進めてまいります。なお、平成 24年度から平成 27年度（見込み）

の当該事業の進捗状況は下表のとおりです。 

 

（単位：千円）

当初計画事業費 65,956 65,956 65,956 65,956

交付対象事業費[A] 65,956 58,068 54,609 51,243

交付金額[B]　([A]×1/3） 21,985 19,356 18,203 17,081

実績事業費[C] 44,158 49,854 37,522 44,632

実績交付金額[D]　（[C]×1/3） 14,719 16,618 12,507 14,877

調整金額[E]　（[B]-[D]） 7,266 2,738 5,696 2,204

[E]の累計金額 7,266 10,004 15,700 17,904

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
（見込み）
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様式３

開始 終了
平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

2年度

令和

3年度

11 ごみ有料化実施の検討
粗大ごみ収集の有料化の

実施に向けた検討を進め

る。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

12 教育・学習

小中学校での環境教育や

出前講座、講師の派遣を

継続するとともに、市民

環境講座の開設及び環境
市民会議を設置する。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

13 普及・啓発

広報やチラシ配布等によ

る普及・啓発を継続する

とともに、新たに自治会

未加入者や事業者への啓

発を行う。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

14 助成等
古紙等資源集団回収活動

の活性化を図る。
各務原市 Ｈ28 Ｒ3

15 再使用の推進

不用品交換銀行制度を強

化するとともに、不用品

の再利用機会の情報提供
をしていく。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

16 生活排水対策 排水対策等の周知徹底 各務原市 Ｈ28 Ｒ3

21
古紙類の収集拠点の整
備

学校、公共施設に古紙収

集拠点を整備し、古紙類

の資源回収を促進する。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

22 余熱の有効利用
ガス化溶融施設での発電

力を向上させる。
各務原市 Ｈ28 Ｒ3

23 溶融飛灰のリサイクル

山元還元技術により、溶

融飛灰の再資源化を行

い、最終処分量を削減す

る。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

24
グリーンリサイクルの
推進

剪定ごみ等のリサイクル

を図るため、民間の施設

等を活用したシステムを

構築する。

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

1
ごみ焼却施設
基幹的設備改良事業

既設ごみ焼却施設の

延命化とCO2排出量削減
各務原市 Ｒ4 Ｒ7 ○

次期計画

に記載

2
し尿処理施設
基幹的設備改良事業

既設し尿処理施設の

延命化とCO2排出量削減
各務原市 Ｈ30 Ｒ2 ○

3
浄化槽
設置整備事業

設置整備事業 各務原市 Ｈ28 Ｒ3 ○

31 １の計画支援 基本設計業務 各務原市 Ｒ元 Ｒ元 ○

32 １の計画支援 工事発注支援業務 各務原市 Ｒ2 Ｒ3 ○

33 ２の計画支援 工事発注支援業務 各務原市 Ｈ28 Ｈ29 ○

41 １の計画支援
長寿命化総合計画策定支
援事業

各務原市 Ｒ元 Ｒ元 ○

42 ２の計画支援
長寿命化総合計画策定支

援事業
各務原市 Ｈ28 Ｈ28 ○

51 再生利用品の需要拡大
ガス化溶融施設で製造さ

れるスラグの有効利用促

進

各務原市 Ｈ28 Ｒ3

52
家電リサイクルに関す
る普及・啓発

家電リサイクル法に基づ

く普及・啓発
各務原市 Ｈ28 Ｒ3

53 不法投棄対策
分別区分の徹底とパト

ロール強化、団体支援
各務原市 Ｈ28 Ｒ3

54
災害時の廃棄物処理体
制の強化

各務原市地域防災計画を

踏まえた体制の強化
各務原市 Ｈ28 Ｒ3

55 小型家電回収の推進
パソコン等の小型家電等

の回収の推進する。
各務原市 Ｈ28 Ｒ3

廃棄物処理
施設におけ
る長寿命化
総合計画策
定支援事業

施設整備に
係る計画支
援に関する
もの

処理施設の
整備に関す
るもの

その他

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称 施策の内容 実施主体
事業期間 交付金

必要の
要否

備考

処理体制の
構築、変更
に関するも
の

事　業　計　画

発生抑制、
再使用の推
進に関する
もの

工事発注支援

長寿命化

総合計画

合 併 浄 化 槽 整 備

改良工事

生 活 排 水 対 策

グリーンリサイクルの推進

ごみ実施に向けた検討

事 業 実 施

事 業 実 施

生ごみ処理機購入助成事業の再導入の検討

不用品の再利用機会の情報提供

古紙類の収集拠点の整備

発 電 力 の 向 上

溶融飛灰のリサイクル

小型家電等の回収の推進

溶融スラグの有効利用

普 及 ・ 啓 発

分別区分普及・啓発、パトロール強化、団体支援等

体 制 強 化

工事発注支援

長寿命化

総合計画

基本設計
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

 

都道府県名  岐阜県   

 

 (1) 事業主体名 各務原市 

 (2) 施設名称 各務原市北清掃センター 

 (3) 工期 （令和 4年度～令和 7年度） 

 (4) 施設規模 処理能力 192 t／日（64t／日×３炉） 

 (5) 形式及び処理方式 全連続燃焼式ガス化溶融方式（竪型シャフト炉方式） 

 (6) 余熱利用の計画 
１．発電の有無    ○有（発電効率  14％ ） ・ 無 

２．熱回収の有無   ○有（熱回収率 検討中 ） ・ 無 

 (7) 地域計画内の役割 
基幹的設備改良事業を行い、管内全域から発生する生活ごみの適正処理を継続

するとともに、CO2排出量を削減することにより、地球環境保全に寄与する。 

 (8) 廃焼却施設解体 

工事の有無 
  有   ○無  

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

 (9) 燃料の利用計画  

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

熱利用率     ｋWh／ごみ t 

(11) バイオガスの 

利用計画 
 

 

 (12) 事業計画額 0千円（全体 5,276,000千円） 
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【参考資料様式５】 

施設概要（し尿処理施設系） 

 
都道府県名  岐阜県   

 

 (1) 事業主体名 各務原市 

 (2) 施設名称 各務原市クリーンセンター 

 (3) 工期 平成 30年度～令和 2年度 

 (4）施設規模 処理能力 126㎘/日 

 (5) 形式及び処理方式 前脱水生物処理方式（下水道放流） 

 (6) 地域計画内の役割 

基幹的設備改良事業を行い、管内全域から発生するし尿、浄化槽汚泥の適正処

理を継続するとともに、CO2排出量を 20％以上削減することにより、地球環境保

全に寄与する。 

 (7) 廃焼却施設解体 

工事の有無 
有   

 

「汚泥再生処理センター」を整備する場合 

 (8) 資源化の方法  

 (9) 資源化物の利用計画  

 

 

「コミュニティ・プラント」を整備する場合 

 (10) 計画処理人口及び 

面積 

人口     人 

面積     ㎡ 

 (11) 地域計画の性格  

 

 

 (12) 事業計画額 1,521,828千円 
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【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名  岐阜県   

 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

 【浄化槽設置整備事業】 

区 分 
交付対象基数 

（   人分） 
基準額 

対象経費 

支出予定額 

交付対象 

事業費 

   5 人槽      392基（ 1,011人分） 130,144 千円 130,144千円 130,144 千円 

 6～ 7 人槽      357基（  921人分） 147,798 千円 147,798千円 147,798 千円 

 8～10人槽       36基（  185人分） 19,728 千円 19,728千円 19,728 千円 

単独撤去      120基 10,800 千円 10,800千円 10,800 千円 

計画策定調査費     

合 計      785基（ 2,117人分） 308,470 千円  308,470千円  308,470千円 

 

○  事業対象地域が「経済的・効率的である地域」の場合の経済性・効率性の比較 

    （複数の地区が該当する場合は、当該地区ごとに下表を添付すること） 

  市町村総人口              市町村世帯数          

  対象地域人口              対象地域世帯数         

 

  総建設費 
 １年当たり 

 建設費 

 １年当たり 

 維持管理費 

 １年当たり 

 コスト 

 

 集合処理で整備した場合     

 個別処理で処理した場合     

   施設比較検討の積算内容資料を添付（様式は自由） 

(1) 事業主体名  各務原市 

 (2) 事業名称  浄化槽設置整備事業 

 (3) 事業の実施 

目的及び内容 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全を図るため、浄化

槽を設置する者に対して補助金を交付して浄化槽の整備を促進する。 

 (4）事業期間   平成 28年度 ～ 令和 3年度 

（5）事業対象地

域の要件 
各務原市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱第 3条（１）（２）に該当するもの 

 (6) 事業計画額 

 交付対象事業費 308,470千円  うち 

 ・低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費   0千円 

 ・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費    0千円 
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循環型社会形成推進地域計画 内訳表（浄化槽系）     【参考資料様式 6 補足資料】  

集計表

区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額 区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額

5人槽 392基 130144千円 130144千円 5人槽 0基 0千円 0千円

6～7人槽 357基 147798千円 147798千円 6～7人槽 0基 0千円 0千円

8～10人槽 36基 19728千円 19728千円 8～10人槽 0基 0千円 0千円

11～20人槽 0基 0千円 0千円 11～15人槽 0基 0千円 0千円

21～30人槽 0基 0千円 0千円 16～20人槽 0基 0千円 0千円

31～50人槽 0基 0千円 0千円 21～25人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円 26～30人槽 0基 0千円 0千円

31～40人槽 0基 0千円 0千円

41～50人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円

浄化槽設置整備事業 浄化槽市町村整備推進事業
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浄化槽設置整備事業（単独転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 8

うち国費 うち県費 うち市町村費

885千円 885千円 885千円 2655千円 2655千円 2655千円

（  ）基 （  ）基

人槽区分 6～7人槽

基数 32

うち国費 うち県費 うち市町村費

4416千円 4416千円 4416千円 13248千円 13248千円 13248千円

（  ）基 （  ）基

人槽区分 8～10人槽

基数 18

うち国費 うち県費 うち市町村費

3288千円 3288千円 3288千円 9864千円 9864千円 9864千円

（  ）基 （  ）基

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計13248千円

合計9864千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

交付対象事業費 その他
（市単費等）

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

交付対象事業費 その他
（市単費等）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計2655千円

合計

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計
その他

対象経費支出予定額（千円）

その他撤去費宅内配管
本体にかかる

工事費

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費
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浄化槽設置整備事業（汲み取り転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 32

うち国費 うち県費 うち市町村費

3541千円 3541千円 3542千円 10624千円 10624千円 10624千円

人槽区分 6～7人槽

基数 93

うち国費 うち県費 うち市町村費

12834千円 12834千円 12834千円 38502千円 38502千円 38502千円

人槽区分 8～10人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計10624千円

合計38502千円

合計0千円

その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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浄化槽設置整備事業（新設）
○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 352

うち国費 うち県費 うち市町村費

38955千円 38955千円 38955千円 116865千円 116865千円 1E+05千円

人槽区分 6～7人槽

基数 232

うち国費 うち県費 うち市町村費

32016千円 32016千円 32016千円 96048千円 96048千円 96048千円

人槽区分 8～10人槽

基数 18

うち国費 うち県費 うち市町村費

3288千円 3288千円 3288千円 9864千円 9864千円 9864千円

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計9864千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計116865千円

合計96048千円

合計0千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する家
屋に居住する人が新築家屋に建て替え・新築

をする
5人槽351基、7人槽232基、10人槽18基
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人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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【参考資料様式７】 

計画支援概要 

 
都道府県名  岐阜県   

 
 

(1) 事業主体名  各務原市 

(2) 事業目的     ごみ焼却施設基幹的設備改良事業   のため 

(3) 事業名称  

事業番号１にか

かる基本設計事

業 

事業番号１にか

かる工事発注支

援事業 

   

(4) 事業期間  令和元年度 
令和 2年度 

～令和 3 年度 
   

(5) 事業概要 

 

ごみ焼却施設

基幹的設備改良

事業の基本設計

を行う。 

 

ごみ焼却施設

基幹的設備改良

事業の工事発注

支援を行う。 

   

       

(6) 事業計画額 10,186 千円 9,460 千円    
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【参考資料様式７】 

計画支援概要 

 
都道府県名  岐阜県   

 
 

(1) 事業主体名  各務原市 

(2) 事業目的     し尿処理施設基幹的設備改良工事   のため 

(3) 事業名称  

事業番号２にか

かる発注支援事

業 

    

(4) 事業期間  
平成 28年度～ 

  平成 29年度 
    

(5) 事業概要 

 

し尿処理施設基

幹的設備改良工

事の基本設計、

生活環境影響調

査及び工事発注

支援を行う。 

    

       

(6) 事業計画額  17,778 千円     
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【参考資料様式７】 

廃棄物処理施設における長寿命化総合計画策定支援概要 

 
都道府県名  岐阜県   

 
 

(1) 事業主体名  各務原市 

(2) 事業目的     ごみ焼却施設基幹的設備改良事業   のため 

(3) 事業名称  

事業番号１にか

かる長寿命化総

合計画策定支援

事業 

    

(4) 事業期間  令和元年度     

(5) 事業概要 

 

ごみ焼却施設の

長寿命化総合計

画策定支援を行

う。 

    

       

(6) 事業計画額 8,184 千円     
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【参考資料様式７】 

廃棄物処理施設における長寿命化総合計画策定支援概要 

 
都道府県名  岐阜県   

 
 

(1) 事業主体名  各務原市 

(2) 事業目的     し尿処理施設基幹的設備改良工事   のため 

(3) 事業名称  

事業番号２にか

かる長寿命化総

合計画策定支援

事業 

    

(4) 事業期間  平成 28年度     

(5) 事業概要 

 

し尿処理施設の

長寿命化総合計

画策定支援を行

う。 

    

       

(6) 事業計画額 5,930 千円     
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各務原市北清掃センター

大伊木一般廃棄物最終処分場（休止中）

各務原市クリーンセンター

図4　対象地域図

002270
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スタンプ
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図 4 各務原市都市計画基本図 
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図5　各務原市都市計画基本図
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スタンプ


	地域計画書（令和元年版）【各務原市】
	地域計画図面（図4、図5）【各務原市】



